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地方部を中心とした人口減少・モータリゼーションの進行による公共交通の撤退・縮小とそれに伴う生

活利便性の低下が大きな問題となっている．その対応策として公共交通を主軸としたネットワークの強化

を図る「モビリティ政策」が重要視されている．モビリティ政策の中でも，立地適正化計画と地域公共交

通網形成計画両計画に関しては，計画の見直しが求められている時期にある．しかし，策定状況と自治体

の様々な属性との関係性については十分に言及されていない．そこで，本研究ではモビリティ政策の策定

状況と自治体属性の関係性について定量的に分析した．結果，計画の策定には都市計画系の部署の有無や

自治体職員の施策への目標設定や積極性といった自治体職員の意識が影響することが明らかとなった． 

 

     Key Words : mobility policy, municipality attribute, location normalization plan, regional public            
transportation network formation plan 

 

 

1. はじめに 

 
近年，我が国では地方部を中心とした人口減少・モー

タリゼーションの進行による公共交通の撤退・縮小とそ

れに伴う生活利便性の低下が大きな問題1)となっている．

その対応策として，鉄道駅をはじめとした自治体内の拠

点に都市機能を集約(コンパクト化)し，公共交通(ネット

ワーク)を活用・再編することで拠点間につながりを持た

せる「コンパクト+ネットワーク」という考え方が注目2)

されている．このコンパクト+ネットワークの推進に際し

ては，公共交通を主軸としたネットワークの強化を図る

「モビリティ政策」が重要3)と考えられる． 
モビリティ政策は，高齢化への対応・既存インフラの

活用等，様々な効果が期待されている．モビリティ政策

の中でも，公共交通をはじめとした都市機能の誘導によ

るコンパクト+ネットワークの推進を目的としている「立

地適正化計画(以下，立適)」4)，及びまちづくりと連携し

た面的な公共交通ネットワークの再構築を目的としてい

る「地域公共交通網形成計画(以下，網計画)」5)の両計画

の策定が重要と考えられる．  
立適・網計画の 2 つのモビリティ政策は，2014 年の都

市再生特別措置法の一部改正や地域公共交通の活性化及

び再生に関する法律の改正等によって各自治体が策定可

能となった．策定が始まってから約 5 年が経過しようと

する中で，計画の見直しが求められる時期6)にある．その

ため，人口・生活利便性・取り組んでいる政策等といっ

た自治体属性と，立適・網計画の策定状況との関係性に

ついて整理する必要があると考えられる． 
以上より，本研究では，モビリティ政策の策定状況と

自治体属性との関係性を整理し，策定・未策定それぞれ

の特徴を明らかにすることで，各計画の見直しのための

参考情報を提示し，今後自治体がモビリティ政策を推進

していくうえでの一助となることを目的とする． 
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2. 研究の位置付け 
 
(1) 立適・網計画の現状 

立適は，背景でも述べた通り 2014 年の法改正を機に各

自治体で策定が進み，2018年 12月時点には 440都市が立

適について具体的な取組を行い，186都市が計画を策定・

公表7)している．国は，計画策定の支援や関係施策と連携

した支援措置を設定しており，一見立適との関係が薄い

と思われる子育て支援との連携を想定した支援措置も存

在する．また，近年では自治体間での連携の重要性が議

論8)されていることもあり，複数自治体間で連携した立適

の策定支援も見られる．例えば，群馬県館林都市圏9)では

館林市をはじめとした 5 つの自治体で立適策定に取り組

んでいる． 
 網計画に関しては，2018 年 12 月時点で 439 件10)の計画

が策定されている．また，計画期間は 5 年間であり，立

適(約 20 年程度)と比較して短い期間となっている．加え

て，他計画との連携を見すえた計画策定が推奨されてい

る他，複数自治体で協力して策定する自治体も見られる． 
 以上のように，立適・網計画はともに策定数が増加傾

向にあり，今後策定する自治体への参考情報の提供は重

要と言える．また，どちらも複数の自治体で連携して策

定される可能性を有していることから，他自治体との連

携状況にも着目する必要があると考えられる． 
 
(2) 既存研究のレビュー 

公共交通や職員の意識といった自治体属性，立適・網

計画に関する研究は現在までに非常に多くの研究が蓄積

されている．そこで本節では，本研究の位置付けを説明

するうえで必要な既存研究に限ってレビューを記載する．

まず，公共交通については，公共交通の価値と必要性に

ついてクロスセクターベネフィットという観点から検討

した研究11)や，交通政策に対する財政支出と実態との関

係性を整理した研究12)等が存在する． 

 自治体職員の意識等に関する研究としては，ワンショ

ットレクチャーを通じて自治体職員の都市計画への態度

形成について分析した研究13)や，自治体職員を対象にコ

ンパクトシティ政策に関する認識の経年変化について整

理した研究14)，地域愛着の視点から自治体職員の地域公

共交通に対する認識の変容について分析した研究15)等が

存在する． 
 最後に，立適・網計画に関しては，立適と整合した既

存の土地利用制度のあり方に言及した研究16)や，都市計

画マスタープランと立適で示された拠点構造の変化等を

整理した研究17)，バス路線やサービス水準を再構成する

のに有用な需要予測手法を提案した研究18)等が存在する． 
 以上のように，既存研究では自治体職員の政策への認

識変容や，公共交通が他の分野へと及ぼす波及効果，立

適・網計画に着目した研究は数多く存在する．しかし，

立適・網計画といったモビリティ政策の策定状況と，自

治体属性との関係性について整理した研究は見られない．

そのため，各モビリティ政策が見直される時期にある中

で，策定状況と自治体属性との関係性の整理が急務であ

ると考えられる．  
 
(3) 本研究の内容構成 
以上より，本研究では立適・網計画の策定状況に影響

を与える要因を定量的に分析することで各計画を見直す

ための参考情報を整理し，モビリティ政策を推進する一

助となることを目的とする．具体的には，自治体の人口

や生活利便性といった説明変数から，計画策定要因に関

するモデルを作成する． 
 本研究の構成としては，まず 2.で本研究の位置付けを

整理する．次に，3.で使用データの概要について述べる．

4.では計画策定に影響を与える要因を判別分析で把握し

たうえで，より詳細な自治体の情報を持つ「都市自治体

に関するアンケートデータ」の基礎集計結果より，追加

の説明変数を検討する．そのうえで，5.では変数を追加

した判別分析を実施し，再度立適・網計画の策定に影響

を与える要素を明らかにすることで，モビリティ政策に

関する提言を行う．以上を踏まえて，6.で結論を述べる． 
 

(4) 本研究の特長 
本研究の特長は以下の通りである． 

1) 立適・網計画の策定状況と自治体属性との関係性

を整理した新規性を有する． 
2) 策定状況に影響を与える要因を明らかにすること

で，各計画の見直しのための参考情報を提供する

有用性を持った研究である． 
3) 全国814市区を対象としており，回収率約5割とい

う高い回収率を持つアンケートデータを用いた信

頼性のある研究である． 
 

 

3. 使用データの概要 
 

(1) 説明変数の候補 

自治体の計画策定状況がどのような自治体属性に起因

するのかについて，全国の市を対象とした分析を行う．

分析に使用する説明変数の一覧を表-1 に示す．分析変数

の項目として，「A自治体財政状況」「B居住環境」「C
自治体特性」「D 政策への取り組み状況」の大きく分け

て4つに分類した．その理由は，以下の通りである． 
1) 各計画の策定において，「A自治体財政状況」は策

定後に様々な施策を講じていくうえで関係が深いと

考えられる．例えば，A3.「災害復旧費」は対応せ

ざるを得ない問題が別にあり，計画策定にかける余

力がない可能性があるため変数として選定している． 
2) 「B 居住環境」については，計画策定に際して生活

利便性が影響すると考えられるため，1人あたりの 
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生活利便施設数を変数として選定した．また，公共

交通機関の充足度合いが高いほど，現状として策定

する必要がないと判断する自治体が多い可能性があ

るため，公共交通に関する変数を選定した． 
3) 「C 自治体特性」に関しては，計画策定にかける余

力の大きさも重要と考えられるため，人口規模や各

産業の就業者割合等の他に，政令指定都市・三大都

市圏に関するダミー変数を作成した． 
4) 「D政策への取り組み状況」は，連携中枢都市圏構

想等の政策を策定している自治体は広域連携を目指

していくうえで，立適・網計画を策定する可能性が

あるため，説明変数として選定した． 
 
(2) 都市自治体に関するアンケートデータ 
本研究では，公益財団法人日本都市センターが 2017 

年 7月に全国 814の市区すべてを対象に実施した，公共

交通に対する取り組みに関するアンケートデータ3)を用 
 

表-1 分析に用いる変数の候補一覧19)-33) 

内容 出典

道路・橋りょうの
改良等の費用(千円)

災害復旧費用(千円)

 B1.1人当たり小売業施設数

 B2.1人当たり老人施設数

 B3.1人当たり病院数

 B4.1人当たり診療所数

 B5.鉄道駅数 鉄道駅数(件) ・2008年国土数値情報

 B6.バス停数 バス停数(件) ・2010年国土数値情報

 B7.鉄道密度

 B8.バス密度

 B9.自家用車分担率 自家用車分担率(%)

 B10.鉄道バス分担率 鉄道バス分担率(%)

 B11.2000~10年における

 鉄道利用者数増減割合

 B12.2000~10年における

 バス利用者数増減割合

 B13.2000~10年における
 自家用車利用者数増減割合

 C1.人口密度
・2015年国勢調査
・2016年市区町村別面積調

 C2.総人口に占める
 老年人口割合

・2015年国勢調査

 C3.2010～15年の
 総人口増減割合

 C4.2010～15年の
 老年人口増減割合

 C5.一次産業従事割合

 C6.二次産業従事割合

 C7.三次産業従事割合

 C8.政令指定都市ダミー
1＝政令指定都市

0＝それ以外の自治体
・指定都市一覧

 C9.中核市・特例市ダミー
1＝中核市・特例市

0＝それ以外の自治体
・中核市一覧
・施行時特例市一覧

1＝中心市を除いた

三大都市圏への1.5％
通勤圏に含まれる自治体

0＝それ以外の自治体

空家数(戸)/可住地面積(㎢)

 D1.連携中枢都市ダミー
1＝連携中枢都市

0＝それ以外の自治体

 D2.連携市町村ダミー
1＝連携中枢都市付随自治体

0＝それ以外の自治体

 D3.地方拠点都市ダミー
1＝地方拠点都市

0＝それ以外の自治体

 D4.地方拠点都市

 構成市町村ダミー

1＝地方拠点都市の周辺市区

0＝それ以外の自治体

1＝事例集掲載自治体

0＝それ以外の自治体
・地域公共交通の再生
　活性化事例集

D
政
策
へ
の
取
り
組
み
状
況

自
治
体
間
の
連
携
政
策

・連携中枢都市圏一覧

・地方拠点都市地域構成
　市町村一覧

 D5.公共交通活性化事例ダミー

C
自
治
体
特
性

人
口
関
連

・2010年国勢調査
・2015年国勢調査

・2014年経済センサス
　基礎調査

 C10.三大都市圏ダミー

 C11.空家数立地密度

・2013年住宅土地
　統計調査

B
居
住
環
境

生
活
利
便
施
設

・2014年経済センサス
  基礎調査
・2015年国勢調査

・2010年医療施設調査
・2015年国勢調査

公
共
交
通

・2008年国土数値情報
・2010年国土数値情報
・2016年市区町村別面積調

・2010年国勢調査

・2000年国勢調査
・2010年国勢調査

変数名

A
自
治
体

財
政
状
況

 A1.財政力指数

・2015年地方財政
　状況調査

 A2.道路橋りょう費

 A3.災害復旧費

基準財政

収入額(千円) / 基準財政

需要額(千円)

施設数(件) /
2015年

総人口(人)

2010年通勤 / 2000年通勤

通学者数(人)

鉄道駅数(件)/可住地面積(㎢)

バス停数(件)/可住地面積(㎢)

2015年

総人口(人) /
可住地

面積(㎢)

2015年

老年人口(人)/ 2015年

総人口(人)

2015年

総人口(人) /
2010年

総人口(人)

2015年

老年人口(人) /
2010年

老年人口(人)

各産業別

従事者数(人)/
全産業

従事者数(人)

 

いる．本アンケートデータは自治体の地域公共交通に対

する取り組みや課題を定量的に把握し，モビリティ政策

に資する知見を得ることを目的としている．  
なお，本研究に用いるアンケートデータは既存研究で

示した，髙野らの研究12)で用いたアンケートデータと同

一のものである．既存研究では主に，公共交通政策に関

連する公的支出の現状等を人口規模や自家用車分担率と

併せて分析を行っている．しかし，自治体の公共交通政

策を担当する部署といった情報や公共交通政策への取組

状況と，立適・網計画の策定状況との関連性に着目した

分析は行われていない．よって，「都市自治体に関する

アンケートデータ」という同一のデータを用いているが，

明確な棲み分けがなされていると言える． 
 
 
4. 計画策定に影響を与える要因 
 
(1)  全市における判別分析結果 

 3.(1)の変数を用いて，目的変数を立適・網計画の策定状

況として判別分析を実施した．まず，目的変数の立適・

網計画の策定状況別の基礎集計を図-1 に示す．図-1 より，

どちらの計画も半数近くが未策定であることが分かる．

次に，どのような自治体属性が計画の策定状況に影響を

与えるかについて明らかにするため，判別分析を行う．

なお，目的変数に関しては，策定済と策定中をまとめて

「策定済・中」，それ以外を未策定としている．分析結

果を表-2に示す．表-2より，以下のことが読み取れる． 
1) 重心の値より，標準化判別係数は正の値が大きい

ほど立適・網計画をともに策定する傾向にあり，

負の値が大きいほど立適・網計画ともに未策定の

傾向にあるという結果となった． 
2) C1.「人口密度」に関しては有意に負に影響を与え

ており，人口密度の高い自治体ほど計画を策定し

ない傾向にあると言える．これは，人口密度が高

いために公共交通等の需要が大きく，現状では立

適・網計画策定による公共交通再編等を必要とし

ていないためであると考えられる． 
3) C9.「中核市・特例市ダミー」は有意に正に影響を

与えており，中核市や特例市といった自治体は両 
 

164

347

207

95

420

349

0% 20% 40% 60% 80% 100%

※グラフ内数字は自治体件数

策定済 未策定

立適
N=791

網計画
N=791

策定中

 
図-1 全市における立適・網計画の策定状況7),10) 
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表-2 判別分析結果(全市) 

標準化
判別係数

P　値

0.45 ** 0.02
0.05 0.48
0.10 0.24

　B1.1人当たり小売業 0.02 0.88

　B2.1人当たり老人施設 0.02 0.78

　B3.1人当たり病院数 -0.11 * 0.07

　B4.1人当たり診療所数 0.10 0.24
　B5.鉄道駅数 0.05 0.97
　B6.バス停数 0.38 *** 0.00
　B9.自家用車分担率 -0.11 0.18
　B10.鉄道バス分担率 -0.24 0.68

　B11.2000~10年における

　鉄道利用者数増減割合
0.05 0.55

　B13.2000~10年における

　自家用車利用者数増減割合
-0.08 0.34

B
居
住
環
境

生
活
利
便

施
設

公
共
交
通

変数名

体
財
政
状

　A1.財政力指数

　A2.道路橋りょう費

　A3.災害復旧費

A
自
治
体

財
政
状
況

標準化
判別係数

P　値

　C1.人口密度 -0.81 *** 0.00
　C2.総人口に占める老年人口割合 0.08 0.92
　C3.2010～15年の総人口増減割合 0.12 0..87
　C5.一次産業従事割合 -0.15 ** 0.01
　C7.三次産業従事割合 -0.25 *** 0.00
　C8.政令指定都市ダミー -0.22 0.48
　C9.中核市・特例市ダミー 0.31 *** 0.00

-0.08 0.13
0.37 ** 0.01

　D1.連携中枢都市ダミー 0.13 *** 0.00

　D2.連携市町村ダミー 0.14 0.22

　D3.地方拠点都市ダミー 0.18 0.16

　D4.地方拠点都市構成市町村ダミー 0.05 0.92

0.08 0.74

変数名

C
自
治
体
特
性

人
口
関
連

　C11.空家数立地密度

D
政
策
へ
の

取
り
組
み
状
況

自
治
体
間
の

連
携
政
策

　D5.公共交通活性化事例取組ダミー

　C10.三大都市圏ダミー

　立適・網計画ともに策定

　立適のみ策定

　網計画のみ策定

　立適・網計画ともに未策定

判別的中率 46%

*：P<0.1 **：P<0.05 ***:P<0.01　　N=791

各群の
重心

0.73

0.06

-0.18

-0.68

相関比 η2 0.37

計画を策定する傾向にあることが明らかとなった． 
4) これらから，立適・網計画の策定において，特に

人口が密集している自治体では，そもそも計画を

策定せずとも現状に対応できていると判断してい

ると考えられる．しかし，中核市・特例市の場合

公共交通の撤退・縮小を危惧しており，財政面に

おいて人口が中核市・特例市以下の都市より相対

的に余力があるために計画を策定する傾向にある

と考えられる． 
結果として，策定状況に影響を与える変数が明らかと

なった．しかし，相関比・判別的中率ともに低い値であ

り，モデルとしての妥当性が弱いことが明らかとなった．

そのため，各自治体が公共交通に対してどのように施策

を講じているのか等に関するアンケートデータを用いて，

自治体のどういった要素が計画策定に影響を与えるのか

についてより詳細に分析する． 
 
(2)  アンケートデータの残差分析 
アンケートデータの概要については表-3 の通りである．

また，アンケートデータに回答している自治体の立適・

網計画の策定状況に関する図を図-2に示す．  
次に，両計画の策定状況と公共交通施策への取組状況や

補助金の活用状況との関連性についての残差分析を行う．

その上で，モデルに追加する変数を考察する．計画策定

状況別の公共交通への取組の有無・補助金活用の有無・

目標設定の有無に関する分析結果を，図-3・図-4・図-5に

示す．なお，策定状況はアンケート実施時から更新して

いるため，図-3 から図-5 における取組への回答とはタイ

ムラグが生じていることは留意すべきである．図より，

以下のことが読み取れる．  

表3 都市自治体に関するアンケート概要 

調査時期  2017年7月5日～31日
調査対象  全国814市区

サンプル数  402(回収率49.4%)
調査対象者  公共交通政策担当者

調査方法 メールまたはFAXにて回答

調査目的
地域公共交通・まちづくり・ICTといった都市自治体の総合的な

モビリティ政策の立案に資する知見を得ること

・Q1～Q3「公共交通政策を所管する市役所の体制について」

　ex) 公共交通政策担当部署

・Q4～Q7「現状の公共交通利用に関する認識及び情報収集体制」

　ex) 各自治体の公共交通施策取り組み状況

・Q8～Q11「公共交通政策に関する市の財政負担について」

　ex) 一般会計に占める公共交通に係る財政支出割合

　　  公共交通に係る委託費・運行費・インフラ補助費等

　　  公共交通施策に期待する効果の目標設定・指標の有無

・Q12～Q14「計画策定状況と計画策定に当たっての課題」

　ex) 立適・網計画の策定状況

調査内容

 
 

84

171

67

36

251

195

0% 20% 40% 60% 80% 100%

策定済 未策定策定中

立適
N=402

網計画
N=402

※グラフ内数字は自治体件数
※策定状況については一部更新

 
図-2 立適・網計画の策定状況(アンケート回答自治体) 

 
1) 図-3 より，コミュニティバス等の末端の輸送まで

担う公共交通機関の導入・改善に取り組んでいる

自治体ほど，立適・網計画を策定する傾向にある

ことから，自治体の公共交通活性化につながる事
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例の有無についても見る必要があると考えられる． 
2) 図-3 の居住地への公共交通軸の集約に関する取り

組みにおいても，取り組む自治体の方が両計画を

策定する傾向にあると言える．しかし，両計画を

策定していても「取組有」の自治体が 2 割未満し

か存在しない点から，計画策定と策定後の取り組

み状況との間に齟齬があることが懸念される． 
3)  図-4 より，補助金を活用するような積極性を持つ

自治体の影響を見ること，公共交通への補助費・

委託費のような自治体主体ではない財源にどれだ

け頼っているかについて考慮する必要がある． 

4) 図-5 より，公共交通を活性化させるための施策に

期待する効果の目標設定をしている自治体が計画

を策定する傾向にある．ここから，目標を持つこ

とや公共交通への意識の重要性が示唆された． 

 
 

5.  アンケートデータを活用したモデルの検討 
 
(1)  分析に追加する説明変数 

4.(2)の分析結果より，アンケートデータに関する質問 
 

立適策定済・中
N=149(無回答=2)
立適未策定
N=244(無回答=7)

128

176

166

138

24

11

26

9

22

70

38

54

125

233

177

181

0% 20% 40% 60% 80% 100%

立適策定済・中
N=150(無回答=1)
立適未策定
N=246(無回答=5)

独立性の検定結果 **：p<0.01 *：p＜0.05 残差分析**：1%有意 *：5%有意
※グラフ内数字は自治体件数

****

****

**
**

****

網計画策定済・中
N=204(無回答=3)
網計画未策定
N=192(無回答=3) * *

**

**
**

**
**

**

網計画策定済・中
N=203(無回答=4)
網計画未策定
N=190(無回答=5)

公
共
交
通
へ
の
取
組
の
有
無

取組有 取組無

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス
や

デ
マ
ン
ド
型
交
通
な
ど

末
端
の
輸
送
を
担
う

公
共
交
通
機
関
の
導
入
改
善

居
住
地
の
公
共
交
通

軸
へ
の
誘
導
に
よ
る
需
要
の

集
約
化
・
誘
導

**

*

**

 

図-3 計画策定状況別の公共交通施策に関する取組状況 

 

立適策定済・中
N=151

立適未策定
N=251

125

168

177

116

26

83

30

79

0% 20% 40% 60% 80% 100%

補助金活用

独立性の検定結果 p＜0.01 残差分析**：1%有意 *：5%有意

網計画策定済・中
N=207

網計画未策定
N=195

補助金非活用

** ** 

**  ** 

** 
** 

** ** 

※グラフ内数字は自治体件数

**

**

 
図-4 計画策定状況ごとの補助金活用の有無 

項目が有意に計画の策定に関係することが明らかとなっ

たため，判別分析のモデルとしての精度を上げるうえで，

アンケートデータに関する変数を追加する．追加する変

数の一覧を表-4 に示す．変数の選定については，まず，

4.(2)の分析より，策定状況別の有意差が明らかとなったこ

とから，A4.から A8.といった，補助金活用の有無等の自

治体の財政状況に関する変数を追加する．また，D6.から

D8.のような自治体の公共交通施策に関する取組状況をダ

ミー変数として用いる．加えて，立適・網計画の策定に

当たって，専門的な知識や能力を有していると考えられ

る都市計画系の部署が存在することが計画策定状況に影

響を与えている可能性を考慮し，C12.を追加変数として

選定した．上記の変数を追加して，再度判別分析を行う

ことで，より精度の高いモデルを作成する． 
 
(2)  アンケートを活用した判別分析結果 

4.(1)の分析と同様に，立適・網計画の策定状況を目的変

数とした判別分析を行う．結果を表-5 に示す．また，標

準化判別係数においては，重心の値より正に大きいほど

両計画を策定，負に大きいほど両計画が未策定の傾向に

あると言える．なお，変数の選択は，多重共線性や p 値

を考慮し，考察するうえで意味のある変数は説明力が弱 
 

105

148

154

99

46

103

53

96

0% 20% 40% 60% 80% 100%

**

**

**

**

**

* *

立適策定済・中
N=151

立適未策定
N=251

網計画策定済・中
N=207

網計画未策定
N=195

独立性の検定結果 **：p<0.01 *：p＜0.05 残差分析**：1%有意 *：5%有意

目標有 目標無・無回答※グラフ内数字は自治体件数

**

*

 

図-5 計画策定状況ごとの施策における目標設定の有無 

 

表-4 分析に追加するアンケートデータに関する変数一覧 
内容 出典

公共交通政策
支出額(百万)

1＝補助金を活用している
0＝活用していない

バス運行事業に
関する委託費(百万)

鉄道・バスインフラ
補助費(百万)

C
自
治
体

特
性

1＝公共交通施策担当

部署が都市計画系
0＝それ以外の自治体

  D6.公共交通施策

 目標設定ダミー

1＝施策による効果への

目標指標を設定している
0＝設定していない

  D7.コミュニティバスや

 デマンド型交通の
 導入・改善ダミー

1＝コミュニティバス等の

導入改善に取り組んでいる
0＝取り組んでいない

  D8.居住地の公共交通軸

 への誘導による需要の
 集約化・誘導ダミー

1＝居住地集約への取組有
0＝取り組んでいない

 C12.都市計画系部署ダミー

D
政
策
へ
の

取
り
組
み
状
況

公
共
交
通
施
策

・2017年都市自治体に
　関するアンケートデータ

変数名

A
自
治
体
財
政
状
況

  A5.一般会計に占める公共交通

 政策支出額割合

  A6.補助金活用ダミー

  A7.バス運行事業費・委託費

  A4.一般会計における公共交通

 政策に係る支出額

  A8.鉄道バスインフラ補助費

公共交通政策

支出額(百万) /
一般会計

(百万)
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表-5 判別分析結果(アンケート回答自治体)

標準化
判別係数

P　値

0.42 * 0.05

0.35 0.17

-0.12 0.30

0.07 0.43

0.23 * 0.05

-0.04 0.93

-0.20 0.42

　B1.1人当たり小売業 0.01 0.64

　B2.1人当たり老人施設 0.06 0.86

　B3.1人当たり病院数 -0.31 0.41

　B4.1人当たり診療所数 0.40 0.28

　B5.鉄道駅数 0.16 0.57

　B6.バス停数 0.17 0.81

　B9.自家用車分担率 0.13 0.18

　B10.鉄道バス分担率 -0.08 0.13

　B11.2000~10年における

　鉄道利用者数増減割合
-0.13 0.11

　B13.2000~10年における

　自家用車利用者数増減割合
0.16 0.37

B
居
住
環
境

生
活

利
便
施
設

公
共
交
通

変数名

A
自
治
体
財
政
状
況

　A5.一般会計に占める公共交通

　政策支出額割合

　A6.補助金活用ダミー

　A7.バス運行事業費・委託費

　A8.鉄道・バスインフラ補助費合計

　A1.財政力指数

　A2.道路橋りょう費

　A3.災害復旧費

標準化
判別係数

P　値

　C1.人口密度 -0.41 0.17

　C2.総人口に占める老年人口割合 0.16 0.66

　C3.2010～15年の総人口増減割合 -0.09 0.81

　C5.一次産業従事割合 -0.19 ** 0.02

　C7.三次産業従事割合 0.17 0.12

　C8.政令指定都市ダミー -0.27 0.50

　C9.中核市・特例市・ダミー 0.30 0.11
-0.10 0.49
-0.10 0.15
0.36 *** 0.00

　D1.連携中枢都市ダミー 0.09 0.39

　D2.連携市町村ダミー -0.01 0.41

　D3.地方拠点都市ダミー 0.20 0.19

　D4.地方拠点都市構成市町村ダミー 0.13 0.27

　D5.公共交通活性化事例取組ダミー 0.11 ** 0.04

　D6.公共交通施策目標設定ダミー 0.06 * 0.07

　D7.コミュニティバスや

　デマンド型交通導入・改善ダミー
0.19 ** 0.04

　D8.居住地の公共交通軸への誘導

　による需要の集約化・誘導ダミー
0.26 ** 0.04

D
政
策
へ
の
取
り
組
み
状
況

自
治
体
間
の

連
携
政
策

モ
ビ
リ
テ
ィ

政
策

変数名

C
自
治
体
特
性

人
口
関
連

　C10.三大都市圏ダミー

　C12.都市計画系部署ダミー

　C11.空家数立地密度

*：P<0.1 **：P<0.05 ***:P<0.01　　N=366

　立適・網計画ともに未策定 -0.81

相関比 η2 0.56

判別的中率 59%

各群の
重心

　立適・網計画ともに策定 1.19

　立適のみ策定 0.06

　網計画のみ策定 -0.21

ダミー

 
いものであっても，説明変数として残しているものもあ

る．加えて，4.(2)でも述べたように，両計画の策定状況は

アンケート実施時から更新されており，本分析より追加

した各変数の回答とはタイムラグが生じているため，結

果の解釈には一定の注意が必要である．表-5 より，以下

のことが読み取れる． 
1) 分析結果として，相関比η2：0.56，判別的中率：

59%となった．4.(1)では，相関比がη2：0.37，判別的

中率：46%であることから，アンケートデータの分

析変数としての有用性が明らかになった． 
2) A6.「補助金活用ダミー」が有意に正に影響してい

ることから，自治体の補助金を活用するという積極

性といった意識が計画の策定に影響する可能性があ

ると考えられる． 
3) A1.「財政力指数」や A2.「道路橋りょう費」，C9.

「中核市・特例市ダミー」といった項目は計画策定

に正に影響している．その一方で，C8.「政令指定

都市ダミー」は計画策定に負に影響していることか 
ら，財政面の余力や人口規模が一定以上の場合，計

画を策定する自治体は多くなるが，政令指定都市ほ

どの大都市になると策定しない傾向にあると言える． 
4) C5．「一次産業従事割合」は，計画策定に負に影響

している．よって，一次産業従事者割合が多く存在

する地方部では，人口減少・公共交通のサービス水

準低下が顕著であるにも関わらず，現状の課題に対

応するだけの専門性や職員数が確保されていない可

能性が考えられる． 
5) C12.「都市計画系部署ダミー」が 1%有意で正に影

響を与えていることから，計画の策定には都市計画

系の部署のような，専門性を持った部署の存在が重

要となる可能性があると言える． 
6) それぞれ有意ではないが，D1.「連携中枢都市ダミ

ー」は正，D2.「連携市町村ダミー」は負に反応し

ている．このことから，連携の中心となる都市が策

定しているにも関わらず，連携していくべき構成自

治体が策定に至っていない傾向が見れる．また，

366 自治体のうち 158 自治体は網計画を単独で作成

しており10)，広域連携が重要視される中で自治体間

の足並みを揃えることが出来ていない可能性がある． 
7) D5.「公共交通活性化事例取組ダミー」や D6.・

D7.・D8.のような公共交通施策への取り組みに関す

る変数が正に影響していることから，立適・網計画

に関連するような施策への取り組みが策定状況に影

響する可能性が明らかとなった．  
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6.  おわりに 
 
本研究で得られた成果は，以下のとおりである． 

1) 立適・網計画の策定状況と，自治体の公共交通への

取り組み状況との間に関連性があることが明らかと

なった． 
2) 判別分析の結果より，市区全体を対象として行った

公共交通に関するアンケートデータを用いることで，

よりモデルとしての精度が高い分析が可能であるこ

とが明らかとなった．また，各自治体に対して都市

計画系部署の有無等，より詳細な自治体の属性情報

を得ることで計画策定に影響を与える要因を明らか

にした． 
3) 計画策定に影響を与える要因として，都市計画系の

部署が交通政策を担当することが重要であることが

明らかとなった．よって，仮にそういった部署が存

在せずとも，職員が公共交通や都市計画といった分

野への専門性や知識・能力を習得することで計画策

定の推進に寄与する可能性がある．そのため，専門

性や能力向上に寄与するセミナー等の開催が効果的

な可能性がある． 
4) 計画の策定には上記に加えて，目標設定や積極性と

いった自治体の意識も関係することが明らかとなっ

た．そのため，自治体の意識啓発につながるような

施策を講じることも今後自治体が主体的に課題解決

に取り組んでいくうえで重要と考えられる． 
なお，本研究では計画を策定しているか否かという観

点で分析を実施したが，今後さらに多くの自治体が計画

を策定していくと考えられる．その場合，今回のような

「策定しているかどうか」という観点だけでは整理しき

れないほど，様々な計画が作成されることが予測される．

そのため，策定自治体における計画の適合性といった計

画そのものの質に関する分析が重要になると考える． 
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表：谷口守)の助成を得た．記して謝意を表する． 
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